


















柳 澤 和 也
上地集積の限界と地主経営基盤の流動性
問題の所在
近代中国研究者の近代中国社会にたいす る認識は,実 に錯綜 している。なか
で も土地所有の様態と地主階層の性格 とについては,お よそ逆説 ともいうべ き
2つの立場が対峙 しているといってよい。一方は,地 主階層の土地集積 と農民
の窮乏化 という現象を一般的事実 とみな し,他方 は,地 主階層の脆弱性 と土地
集散の恒常的反復 という現象に重 きをお く。農家経営の実情 は,ど ちらの現象
を背景 とするかによって相反する位置づけを与え られるが,こ こで留意すべき
ω
点 は,こ の2っ の立場 が どち らも事実の一端 を含む ことにあ る。
ここでは,こ の2っ の立場がそれぞれに有す る問題点を指摘 す ることによっ
て,行 論 の端緒 を求 めてい くことに したい。
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最初に,地主階層の土地集積 と農民の窮乏化 という前者の立場は,中 国農村
の一断面を極端に強調 しているむきがある。 これは,中 国共産党の歴史認識の
骨格ともいうべきものであるが,こ れを裏づける統計資料群の多 くは,何 を一
(z)
次資料に して作成 されたのか定かではない。政治的な配慮に基づいて誇張され




次いで,地 主階層の脆弱性 と土地集散の恒常的反復 という後者の立場は,農
家が経営基盤を縮小する局面は説得的に語 りえるにしても,経営基盤を拡大 し
てい く局面については論理的説得力を欠 く。経営基盤の縮小局面は,家 産均分
相続の文化 という社会的要因を経済学の領域に取 り込むことによって 崔分 頷け
るものとなるが,経 営基盤の拡大局面においてs零 細化 した農家が くり返 し土
地の集積をはかるメカニズムまでをも射程に収めているわけではない。零細農
家が経営基盤を拡大する契機がどのように して与え られるのか,ま たその頻度













これを主要資料 と した もの と しては,矢 沢康祐,石 田浩,曹 幸穂 の論考が ある。
っ ぎに,第1の 作業を受 けて,少 な くとも1920～30年代 の上海市 と江蘇省 に
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おける地主階層の土地集積 は,地 主経営を維持するうえでの選択肢のひとっに
すぎなくなっていたことを金融投資 との比較で論証す る。 主たる資料 は,」.
バックの調査醜 と中臥 民銀行上海市分行によってまとめられた資縷 であ
る。
この2つ の作業によ って,第1に,広 範 にわた る農家諸階層 の経営基盤 が安
の
定的で あった こと,第2に,地 主 階層 の経営基盤 の流動化が進展 して いた こと,











的には,各 報告書巻末に付 された 「土地関係表」を整理 し,所有面積と経営形
態の2点 か らの分析に永小作権(「永佃権」)という視点を重ね合わせ ることに
よって,農 家経営における土地所有の意味を検討 していく方法をとる。
したがって,江 南デルタ地帯特殊の土地所有制度 といえる一田両主制度にっ
いてfあ らか じめ言及 しておく必要があるであろう。一田両 並制度とは,土 地
し た じっ わ じ
の権利を田面(L地)と 田底(ド地)との2層 に分けて,そ れぞれに所有者を設
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れ,田 面権価格に達するまで小作料を滞納 しても,地主か ら撒佃 されない耕作
権 を保霧」 していた.「地主 細 底 を.,.・:・売去ロして もその膿 を換 えた り潤
面を売却す ることはで きない。田底 の変更 によって田面 は毫 も影響をうけな
C$)






また,資 料の扱いにっいて,言 及 してお くべきことが3点 ある。
第1は,各 報告書巻末の 「土地関係表」における所有面積の指示内容が,実
に曖昧な解釈を許す点である。一田両主制度のもとにおける所有面積 とは,田
面 と田底 とを併せ もった完全な所有形態に限定されるのか,あ るいは田底のみ
の不完全な所有形態をも含むのか,という点が,まった く明確にされていない。
ただ し,この点は,各 報告書の随所にみ られる記述か ら,両形態を含んでいる
と推察される。したがって,「土地関係表」において所有地の一部を構成する貸
付地 とは,田面を有 しない田底のみの耕地 と考えたい。経営に苦 しむ農家に田
底の購入を請われたのではないであろうか。また,借入/小 作面積についても,
同様 に報告書の随所 にみられる記述か ら,田面を有するものが大宗であったと
考える。ただ し,『無錫県報告書』では,調査対象 となった村落に一田両主制度
は確立 していなかったという記述力鵬 れるの黙 鰐 県の 「土地関係表」1こ
関 してのみ,所 有面積 と借入/小 作面積 とを字義 どお りに受 け止め ることに し
たい。
第2は,本 文 の記述 内容 と 「土地関係表」を含む巻末統計資料 とのあ いだの
齪蠕 である。 この齪鯖 は,か な りの量 にのぼ る。本稿 では,こ のよ うな齪酷 に
直面 したさいには,原 則 と して巻末統計資料 を尊重 す ることに した。
第3は,『 農村実態調査報告書』の読み方 に関す る問題 とは別 に して,戦 時下
に収集 された資料 それ 自体が有 す る多大 なバ イアスであ る。江蘇省無錫県 に限





奥村によれば,江 蘇省農民銀行の調査資料には,調 査当時の常態 としての社
会環境を反映 して,「商品経済の発展 ・都市経済による包摂が零細所有 ・経営
を導 く」かたちがみ られた。農業の零細化 は,勝 れて市場に規定 された桑栽培







嘉定区』 と 『江蘇省常熟県」 とをまとめたさいにも同様に生 じていたに違 いな
い。本稿では,行 論の性格上,奥 村が 『江蘇省無錫県』に施 したような精緻な
資料批判を加えることはできず,あ くまで 「一般的な注意」を喚起す るにとど
まるが,調 査それ自体にバイアスがかか っていることを統計数字を読むうえで
常 に念頭にお くことに したい。
2.上 海特別市嘉定区
上海特別 市嘉定 区では,石 商門郷 の澄塘橋,丁 家 の2村 落(50戸,226人,出
稼者は除 く)が調査対象 として選択 されてい る(全体では89戸,367人)。農業,漁
業,手 工業が複雑 に折 り重 な った就業形態が と られてお り,こ れが澄塘橋r
家2村 落 の産業構造上の特色 とな っていた。交通情況 にっいて言及す ると,ク
リーク(水路)が 「網 の 目の如 く存在す るので,舟 運 を利用すれば如何な る小部
落 と錐 えど も思 いの まま赴 く事が出来」,錫濾 「公路 まで出 るのに,僅 々5分 或
は15分位 で達 す る事が出来,従 って1日 数回往復 す る華中バ スを利用すれ ば,
(13)
容易 に上海 ・嘉定等 の 目的地 に行 く事が 可能 であ」った。また,2村 落89戸 を
姓別 にみ ると,朱23戸,r18戸,周,江 各8戸,趙,張 各7戸,襲6戸,封
3戸,印,徐,夏 各2戸,管,顧,王 各1戸 の13姓 か ら構成 されていた。2村
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落50戸 の耕地 で は,夏 作 と して棉花245.3畝 水稲178.9畝 大豆67.1畝,
疏菜2.3畝 冬作 と して蚕豆1。2.5畝 茉草翻8.鳳 小麦44.5畝 大麦19.5
畝 疏菜1.0畝が作付 けされていた。
『嘉定 区報告書』巻末 の 「土地 関係表」か ら,土 地関係 にっ いて必要な点 をま
とめれば,表1の よ うになる。ここに は貸付地 を有す る農家がみ られないので,
調査対象 とな った澄塘橋f家 の2村 落50戸 は,田底だ けの耕地 をま った く所
有 していなか った といえ る。 したが って,所 有面積 を示す数値 は,田 面 と田底
とを併せ もっ耕地 だけか ら構成 され ることにな る。所有面積が比較的大規模で
あ った農家 は,1戸 あた り平均20畝 を超 え る農家 階層 に位置す る襲兆棋,襲 明
郷,朱 鼎新,周 占贅 の4戸 であ り,こ れ に1戸 あた り平均10畝 を超 え る農家階
層 を加 えた合計10戸 だけが,専 業農家 と してn立 で きる経営基盤 を有 して い
た。 その他 は,竹 細 工,捕 魚,裁 縫,織 布 などの副業 に出稼 ぎを加え,経 営 と
生計 の維持 を はか っていた。村落 の沿革 が明瞭で はないためにT残 念 なが ら土
地所有が どのよ うな経過をた どって調査 当時 に至 ったのかを判断す る ことはで
きない。
田面だ けの所有 とな る土地 の借入 とい う点で は,朱 且金 の9.0畝が最大で あ
り,34戸で合計143.7畝1戸 あた り平均 では4.2畝で あった。 土地の借入 と
その規模 は,田 面 と田底 とを併 せ もっ所有面積 の人小 とはま った くとい ってよ
いほど関連 していない。すべての農家階層 の借 入面積 は,平均3.5～5.1畝の範
囲 にあ り,全 体平均4.1畝と比較 して も,大 差 ない範囲 に収 ま っていたとい っ
てよいであろ う。 ただ し,こ のよ うな結果 は,す べての農家階層 における同一
の経営行為か ら生 じていた とは考えに くい。上層 におけ る土地の借入 は,農 家
経営の拡大 を意図 した田面購入 という行為 に基づ き,下 層 におけるそれ は,経
営 の困難 による田底売却 とい う行為 に基づ くと考 えるのが妥 当で ある。
また,小 作契約 について触 れる と,以 下の報告 をみ るかぎ り,実 質的 には永
小作化 していたといってよいよ うであ る。「小作契約期間 は,証 書 に もな く,只
3ヶ年後地宝nら 耕作の場合及 び小作料滞納 の際 は,何 時 で も取上 げて差支え
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(15)
民 は滞納 さえ ないな らば,小 作権 を取上 げ られ ることがないと言 っている」。
十地 の出入典 とい う点 では,11戸が合計62.6畝を出典 し,2戸が合計3.0畝
を入典 して いた。これ らの出入典 の時期 は,「殆ん ど明確 ではな く,古 くは数十
年前の先代 の頃か ら最近年 に至 って は民 国27年 〔1938年 引用者〕 等種 々存




ら土地放棄する者多 く,地価 も半額に、暴落 しているが,一 般農民は事変の被害
ママ(17)
と避難に金費を要 し,金融掴渇のため買入す ることは,不可能事である」。要す
るに,地 権の移転という視点か らみたこの間の農家経営基盤 は,き わめて固定
的であったといえる。本報告書では,日 中戦争勃発以後の地価の推計 もなされ
(18)
て い る 。
3.江 蘇省常熟県
江蘇省常熟県で は,厳 家上村(55戸,216人)が調査対象 とな っている。厳家
上村 は,「常熟県の略,中 央 に位す る県城 の極 く近傍 に在」り,ク リークに囲 ま
(19)
れた半農半漁 の村落 であ った。県城 との関係 は,生 活物 資の調達 や雇傭機会 の
確保 とい う点 において,き わめて密接 であ った と思 われ る。55戸 の うちの41
戸 は,経 営規模 にかかわ りな く農業 を営んでお り(ただし,うち1戸は,自作地と
小作地のいずれもなく,入典地0.1畝を耕作 したにすぎない),さ らにその うちの33
戸 は,捕 魚,船 頭,大 工,苦 力,仲 買商 を兼業 していた。専業農家 は,わ ずか
5戸 にす ぎなか った。 また,農 業 に はい っさいかか わ りを もたな い残 り14戸
は,捕 魚,船 頭,行 商 などに生計の途 を求 めていた。耕地で は,夏 作 と して水
稲199.3畝(1938年時点),冬作 と して小麦158.2畝,大麦1.5畝,蚕 豆3.2畝,
紫雲英32.0畝(1937年時点)が作付 けされていた。厳家上村 を姓別 にみ ると,村
名 の起源 に もな った と思 われる厳姓 が29戸 にのぼ り過半 を占め,他 に顧6戸,
郡5戸,王4戸,黄3戸,陳2戸,凋,張,衰,蒋,徐,曹 各1戸 の12姓 か ら
構成 されていた。
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ここで も,『常熟県報告書』巻末の 「土地関係表」か ら,表2を 作成 した。こ
れをみると,厳家上村の土地関係には,2つの特色があったことがわかる。第1
の特色は,厳 家上村民の所有地が村内ではなくむ しろ村外 に多 く散在 していた
ことである。村内の所有地18.4畝にたいして,村 外の所有地 は41.7畝にもの
ぼった。 したが って,耕 作の便宜を追求するためには,村 外の土地の約半分を
貸 し付けて,そ の替わ りに村外人所有の村内の土地を借 り入れることが選択 さ
れていた。経営形態の多様化は,一 面ではこのような所有地 と耕作地 との懸隔
を調整 した結果であった。村民の居住地 と多 くの所有地が乖離 していた事実か
らは,農 作業の不便 さもさることなが ら,調査当時に至るまでの地権移転の頻
繁さを窺 うことができる。
土地関係の第2の 特色 は,作付地の8割 近 くが他村か らの借入地にあたるこ
とである。貸付地19.1畝を差 し引いたとしても,他村か らの借入が他村への貸
付を140畝以上も上回 り,貸付地を除 く村内の自作地 と小作地 との比率は,お
よそ1対4で あった。田底の売却がすすんでいたと推察 される。それゆえ,農
業経営の中心をな した農家形態は,必 然的に,自 作地以外に小作地を多 く経営
していた地主自小作農と自小作農に小作農を加えた3形 態 ということになる。
また,小作地の 「大部分が永小作融 こ依 って行われぜぞ!」た情況のもとでは,





て最 も強力な発言権を発揮できたに違 いない。要するに,農 家の大部分では,
自作地 はその零細性のために農民の村落内での身分を確定 しえるだけの根拠 に
はなりえず,永小作地(田面)の規模がそれに替わ っていたのである。永小作地
の規模が農家経営基盤の収益性 と安定性を左右 し,ひ いては農民の社会的関係
をも規定するという現象 は,厳 家上村特殊の現象ではな く,少な くとも常熟県
全体にまでは一般化されえたと考えることがでぎ署。
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『常熟県報告書』巻末の 「土地関係表」か ら地権移転の例を引 くと,厳海娚が
自作地2.2畝,小作地1畝t厳 二「男が自作地1.7畝を増加 している。 これ らの
土地は,両 者の父親にあたる厳纒氏より与え られたものであり,この地権移転
の事例は,相 続による名義変更を意味 したようである。 また,報 告書の本文中
には,地価の変動に関する若干の記述があ り,1937年の日中戦争勃発を境に し
(23}






江蘇省無錫県で は,栄 巷鎮 と密接 な関係 にある小丁巷(14戸,55人),鄭巷(45
戸,200人),楊木橋(21戸,74人)の3村落(80戸,329人)が調査対象 とな った。
この うちの5戸 は,紡 績工場 な どの職工 として,農 業(養 蚕業を含む)と のかか
わ りを完全 に断 っていた。農地 は水田(76.5%)と桑園(23.0%)とに大別す るこ
とができ,桑 園を除 くと,夏 作 と しては水稲(144.4畝)がすべてとい って よ く,
冬作 と して は小麦(8L8畝)と蚕豆(15.8畝)が作付 けされて いた。 前2村 落で
は,河 川 ・ク リー クか ら遠 く離 れ るために桑園の占ある割合が多 く,後1村 落
で は,太 湖 に続 くク リ 一ーク付近 に位 置 す るた あ に水 田が やや多 くみ られた。 た
だ し,後1村 落において も,養 蚕 が農業経営 の巾核 にな っていた ことは間違 い
ない。村落 を姓別 でみ ると,小 丁巷 は,栄,ゴ 各5戸 に加え,呉,鄭,銭,瀧
が各1戸,鄭 巷 は,鄭13戸,蒋10戸,楊7戸,栄3戸 に,高,毛,陳 各2戸,
眺,郁,唐,張,竺,そ の他各1戸,楊 木橋 は,談5戸,楊 呉各3戸,陳2戸,
王,陸,郭,周,江,朱,李,郎 各1戸 か ら構成 されていた。比較的近年 に到
来 した と思われ る姓 を もつ もの も多 く,村 落 は多姓が居住す る情況 にあ った と
いえ よう。
表3は,『 無錫県報告書』巻末 の 「土地関係表」をま とめた ものである。同表














5.0畝以 上 26.7 4 6.7 7.5 19.2 4 4.8
0.1～4.9 126.0 57 2.2 11.9 114.1 57 2.0
無所有
合 計 152.7 61 2.5 19.4 133.-3 61 2.2
地主自作
暫
38.7 10 3.9 19.4 19.3 10 1.9




















5.0畝以 上 19.2 4 4.8
Q.1^-4.9 9.4 4 2.4 z.o 125.5 57 2.2
無所有 49.1 14 3.5 X9.1 3.8
合 計 58.5 18 3.3 2.0 193.8 74 2.6









自小作 9.4 4 2.4
臨{}-
14.1 4 3.5
小 作 49.1 i4 3.5 X9.1 14 3.5
注1面 積 を示 したすべての項 目に は,宅 地,墓 地,
2所 有地 には,村 外の 上地0.5畝を含む。
資料 『無錫県』1二地関係表よ り作成。
その他 は含 まれない。
高 いことを指摘で きよう。 この点 か らいえば,一 田両 主制度 が確 立す る必要 は
確 かにない。 しか し,自 作地 は,3村 落61戸 で合計わずか152.7畝であ り,戸
別統計が示 されて いる原表で最大 の自作地 を所有 する農家 を確認 して も,楊 根
生,高 培 昌,毛 金培(と もに鄭巷居住)の7.0畝 が拾 えるにす ぎない。 自作農家
の高比率 は,小 作地 を確保 す ることに比 して,副 業や出稼 ぎの機会 を確保 す る
ことが相対的 に容易 で あ った ことによ って生 じていたのであ る。「出稼人 を出
している戸数 は,小r巷9戸,鄭 巷24戸,楊 木橋41=',合計37戸 に達 し出稼
(25)
人 の数 は夫 々10人 ・26人・4人,合計40人 とな って」お り,こ の数字をみ るだ
けで も,農 家経営が農業だけで 自立で きて いたわ けで はないことがわか る。小
」巷,鄭 巷,楊 木橋の3村 落で は,副 業や出稼 ぎが農家経営 を支 える重要 な収
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入源 として存在 していた。
このような3村 落の社会経済構造を表面的に捉えれば,3村 落の土地所有関
係は一握 りの不在地主 と圧倒的多数の零細農家 という構図にな り,従来の農村
問題にたいす る灘 が前面に押 しだされることになる.し かし,副業や出稼 ぎ
を農家経営 か ら捨象 す る場 合で あ って も,小 作契 約 の内実 をみ る ことによ っ
て,こ のよ うな認識 がや はり一面 的で あった ことを知 るに至 る。 これ ら3村 落
にお いては,前 述 したよ うに,江 南デル タ地帯 の特徴で あった一田両主制度 は
確立 していなか ったが,「小作契約 の期限 は,殆 ど全 く無期限であ って」,「一説
(27)
には,桑 園小作 には証書 が必要で あるが水田に はい らないと云われて」 いた。
これ を裏書 きす るかのよ うに,小 作争議 の発生 した事例 は報告 されていなか っ
た。
最後 に,地 価 の動向をた どると,1936～40年にか けての地価 は2倍 に高騰 し
てし鯉 。 しか し,こ れは繭価 と米価 の高騰 に ともな う名 目上 の反応 ともい うべ
きものであ り,地 主階層の積極的な土地集積の結果を反映 してのものではな
か った。繭価 と米価の沈静化 とともに,地 価 も安定 したと思われる。事実,小
丁巷,鄭 巷,楊 木橋の3村 落における地権の移転は,日 中戦争勃発後には皆無
であった。
5.諸資料の分析結果
これまでに,上 海市1区 と江蘇省2県 の報告から,農家経営基盤の安定性が
(29)
広範囲の農家諸階層で保証 されていたのをみた。一田両主制度による永小作権
の確立 や農家経営基盤の多様化によ り,農家経営基盤 の安定性が確保 され る
と,階層を異 に した農家間の利害 は潜在的な水準 に押 し止め られることにな
る。 さらにいえば,あ らゆる農家諸階層 は,何 らかの好条件に恵 まれさえすれ




土地 問題 を根 本 か ら解決 す る もので はな い。 しか し,そ の効 果 にっ いて は,
1920～30年代 の ト海市 と江蘇省 におけ る農家経営基盤 の動向211
もっと評価 して しか るべ きであろ う。上海市1区 と江蘇省2県 の報告 か ら推察
しえ る地 主階層 の土地集積 は,農 民 か ら土地 用益権の一部 を結果的 にとりあげ
た現象であ って,土 地 の耕作権を と りあげた もので はなか った。経営主体であ
る農民 は,土 地 を名義的に所有す ることよ りも,土 地 を耕す ことが優先 され る
べ きであ ることを十分 に納得 していたかの ようで あ った(「換主不換佃」,「売田不
売耕」)。
多 くの中国研究者 は,中 国社会 にお ける階層制 に言及 して,そ れが対流 しや
すい緩 やかな構造を もっていた ことを認 めている。 しか し,階 層制が緩 やか な
構造 であ った事実 は認 めて も,な ぜ階層制が緩 やかな構造 であ りえたのか につ
いては,ま った くとい ってよいほど沈黙 を守 っている。R .マ イヤースのよ う
に,土 地制度 を主軸 に した農村社会制度(ruralinstitutions)に注 目 して,農 業




に敷街 しておこう。経営難に直面 した農家は,土 地を抵当物 にすることにより
急場を凌 ぐことができ,真 の意味で土地を手放す機会を少な くとも先延ば しに
することができた。 ことさら江南デルタ地帯 においては,田 底を売却するにし
ろrあ るいは出典の形式をとるにしろ,農家がその後 に良好な経営を達成で き
れば,地 権を取 り戻す ことはきわめて容易な行為 ともなりえたであろう。実際
に田面を売却する場合であって も,買い戻 しを前提 とした売買契約(「活売」)が
{32}
結ばれることが多か った。 このような土地制度を主軸に した農村社会制度の存
在は,一一方では中国社会に生きる人々の社会身分の転落を一定程度押 し止め,




よる江蘇省呉江県開弦 弓村調査 のなかに もみ いだす ことがで きる。 ただ し,こ
こにお いて も,移 転す る地権 とはあ くまで田底 を主体 と してお り,経 営主体が
土地か ら切 り離 され ることはほ とん どない。この点 に,と くに注意 を要 した い。
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江蘇省において田面 と田底 との分離が生みだされた背景については,こ れま
でにいくつかの要因が指摘されてきた。代表的なものをあげれば,地 主所有の








かなければな らない地縁 ・血縁関係を維持する手段であると同時に,担 保価値
を有す る商品としても機能 した。農家経営の維持が困難になれば田底を売却
し,それでも間に合わなければ出典の手続 きをとる。数年後,経 営を維持 して
さえいれば典地は返還 されて くるし,さ らにゆとりが生 じていれば田底を買い
戻 した り田面を買い足 したりすることができる。 このような地権の集散は,長







これまでに確認 したように,江 南デルタ地帯では,一 田両 セ制度 という独特
な土地所有制度が確 立す ることによって,階 層を異にする農家間の利害が調整
され,農 家経営基盤の安定性が確保されていた。 これらの事例は,一般 に流布
されている土地所有の様態 と地主階層の性格 とにたいする認識 地主階層に








農家経営の実情 というミクロの視点からみると,地 主階層の地権集積 という
現象は,ど れほどの社会的意味合いをもっていたと判断すればよいのであろう





とつは,営 利追求の手段 として,地 主階層が積極的に農村に資本を投下 した形
態である。 もうひとっは,経 営状態の悪化 によって,農 家が地権の一部ない し
全部を手放さなければならなくなった形態である。後者の場合,地 主階層によ
る資本投下を招来 した原因は,地 権を放棄 しなければならな くなった農家経営
の失敗に求められ,地 主階層の資本投下 は,き わめて受動的な行為 といえる。
近代華中地域における土地売買の仲介者であった 「中人」が,「華北農村慣行調
(35)




近代華中地域 は,全体でみれば稲作地域 ということがで き,中国北部 に比較 し
て自然的諸条件に恵 まれ,生 産力は高い。天野元之助の調査研究によれば,江
南デルタ地帯では 「水稲 ・棉花 とともに麦 ・油菜(な たね)・蚕豆類(そ らま
(37)
め)・紫雲英(紅花草)な どの1年2毛 作が保証 されてい る」。しか し,反面 で は,
この1年2毛 作 にたいす る保証 は,畑 作 に比 して緊密 な農作業を必要 とす る稲
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表4 揚子江水稲小麦区における農業労働力不足の報告
件数(1929～1933年)
な し 収 穫 鋤 耕 播 種
地 方 数 9 is 2 15
構 成 比 31 55 7 52
灌 概 採 棉 殺 虫 製 茶
地 方 数 7 0 0 0
構 成 比 24 0 0 0
注 揚 子 江 水 稲 小 麦 区 に お け る調 査 地 方 数 は,29地 方 で あ
る。
原 資 料 で は,構 成 比 だ け が 明 らか に され て い る。 本 表 中
















る労働力の確保が,必 要不 可欠な前提条件 としておかれていたのである。
しか し,J.バ ックの調査か らは,比 較的低廉な賃金で労働力を確保できる
(38)
のは農閑期にかぎられていた ことが窺える。 もちろん,人 口や労働力市場の組
(39)
織水準などによる地域差を考慮 しなければならない。 しか し,表4を みると,
収穫や播種を行 う農繁期 に労働力の不足を訴える地方が多か ったことがわか
る。 このような農繁期における労働力の不足は,積 極的に土地所有面積を拡大




て補おうとすれば,今 度は経営管理コス トの上昇を招 き,農業経営に著 しい非
効率をもた らす ことが懸念された。
このような認識が事実を穿 っていることは,数 々の先行研究が明らかに して




うちのわずか43戸 にあたる巾農層 が売買 によ って 〔合計一一引用者〕2畝の増加




「収租の困難 さと,兼ねて税摘の加重か ら,田底を維持する意欲を失 うにいたっ
た。富む佃農はこれを再好の機 として地主か ら田底権を買 いとることを始めた
く　
のである」。事実,上 海市1区 と江蘇省2県 の 『農村実態調査報告書』にも,
大地主 はみ られず,中 小地主の存在がわずかに確認されたにすぎない。地権が
(42)
分散 していた事実 も窺えた。




地 を買い足すどころか,以 前に集積 した土地を売 り払いs商L.業や金融への投
(43)
資 に取 って替 え る」。表5は,曹 によ る土地投資,工 業投資,商 業投 資利潤率 の
推計で ある。
小作 関係 か らも,地 主が土地集積 に積極的で はなか った ことがわか る。D.
フォールは,経 営面積 の変動 とい う視点か ら土地問題 に言及 して,1930年代 の
長江 ・珠江下流 のデルタ地帯 にお ける土地 の貸 出は,1870年代 と人差なか った
(44)
ことを報告 している。
R.イ ース トマ ンも,こ の フォール報告 に依拠 して,地 主階層の土地集積 と
農民の窮乏化 という一般 的識 に疑 問を示 して し1溜.イース トマ ンによれば,
1920～30年代 には,共 産党 による地主財産 の没収が相次 ぎ,税 負担 も上昇 の一
途 をた どった。 このよ うな情況 において,「多 くとも5%,と きには2%ほ ど」
の収益 に しかな らない土地投資が地主階層 をど こまで魅了 しえたか は,あ らた
めて熟考 されなければな らない課題 であ る。













上海特別市嘉定区 70.00 5.00 1.10 3.90 5.57%
江 蘇 省 常 熟 県 80.00 7.00 1.2Q 5.80 7.25%
江 蘇 省 無 錫 県 .111 9.00 1.00 8.00 13.33%
江 蘇 省 松 江 県 50.00 6.00 1.07 4.93 9.86%
平 均 65.00 6.75 1.09 5.fi6 9.00%











綿 紡 糸 1 100 532 454.33 54.37 23.30 23.3%
綿 紡 織 23 96 504 328.61122.77 52.62 54.8%
精 米 23 102 183 1so.s7 15.63 6.70 6.6°/a




39.5%機械修理 212 {10 7.35 1,861
注 費用,利 潤,投 資利潤率 は,曹 幸穂 によ る推計であ る。 曹によれば,費 用の推計基準 は,巫 宝
三編 『中国国民所得』(t:)中華書局,1941年,表2-3-1および14頁による。
出所 曹 幸穂 『1[中国蘇南農家経 済研究』 中央編訳 出版社,3996年,47頁。
(3>商業投資利潤率(江 蘇省太倉県)







典 当 8 80 120 12 15.0%
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注(1>資 本総額 と営業総額 は,1936年時点 の ものである。
② 利潤 は,曹 幸穂に よる推計 であ り,営+1ｺGの10%と して計算 されている。 曹によれば・
この推 計は,巫 宝 三の推計に近似 している。E_E-,前掲 書,106頁を参照 されたい。
{3)南貨 とは,南 方産 の食品(Fし 筍,ハ ムなど)を いう。
出所 曹 幸穂 『旧中国蘇 南農家経済研究』 中央編訳 出版社,199fi年,48頁。










さて,問 題 は1920～30年代の土地投資 と金融投資の優劣を明確にす ること
によって,地 セ階層の経営行動の仮説を補強することに絞 られた。 ここでは,
地 お階層が当時の社会経済条件の変化に敏感に反応 しaそ の結果自身の経営基
盤の流動性を高めていた根拠を求あていこう。
まず,⊥ 地投資の動向については,同 一地 域における地権の移転を長期的に
記 した統計資料の入手が不・J能であるために,地 権の移転を推察することがで
きる代替的な数値か ら間接的 に読 み とらざるをえない。代替的な数値 とは,
バ ックの調査か らえ られた揚子江水稲小麦区の地価,田 賦 年農業労賃の諸指
数である.省 環 政府に締 る瞭 と牒 労働者1こ支払う膿 業労賃は,地 主
階層が負担すべ き農業経営 上の固定費 とな るので}田 賦 と年農業労賃の変動結
果 は,地 主階層 が土地集積 にどれほどの意欲を示 したのかを推察す る手がか り
とな る。地価 につ いて は,あ えて言及 するまで もない。地 矧階層の 土地投資の
動 向は,地 価 に必然 的に反映 し,ま た地価 の動 向は,地t層 の 上地投資を大
き く左 右す ることになる。
このよ うな視点 にIrって図1を み よ う。 ここで注 目すべ き変化 は,1926～27
年を境 に生 じてい る。経済活動 が活発 にな ると,物 価が高騰 してい くことは,
経験則 と してよ く知 られている。1925年までの地価騰 貴は,そ のよ うな要因 に
加え,「地価棚 掟 され るところの銀弗の価値が徽 にFし た(47}」によ って
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生 じて いる。 しか し,1926～27年を転機 に した地価 の大幅 な下落 には,そ れ以
外 の説明が必要 にな る。 また,1910年代 か ら1920年代初頭 にはとりたてて大
きな変化を示 さなか った田賦 も,1924年近辺 か ら急増 して いる。当時の田賦率
が省 ・県政府 において どのような基準 で設定 されていたかに立 ち入 る ことはで
きないが,内 戦 と侵 略戦争 の激化 によ る財政悪 化が背景 にあ る ことは疑 えな
(48)
い。 図1か らは,少 な くて も以下 の2点 を指摘す ることがで きる。
第1に,1924年近辺か らの田賦 の急増 は,一一貫 して上昇をみせ る年農業労賃
と相侯 って,農 業収入 に占める地主階層の取 り分を減少 させた。当初 は田賦を
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小儂 の負担に転嫁 しえたとし総 それには自ずと限界がある.蹴 の急増
は,地 主階層の土地投資 にとって大 きな負 の要 因 といえた。
第2に,止 記 の原因 により,1926～27年を境 に地価 は下落 しは じめ,こ こか
らこの時期の土地投資 は地主階層 とって魅力 ある経済行為で はな くな って いた
事実 を窺 うことがで きる。曹や イース トマ ンの指摘 の とお り,利 潤率が低 いわ
りには危険 を ともな う土地 を所有 す ることの愚 を痛感 し,土 地投資 を控 え る地
主が大勢 を占めたのであろ う。 か りに積極的 に土地 を購入 す る地主 が ままみ ら
れたに して も,そ れ はおそ らく投機 目的による もので あったに違 いない。
3.金融投資の動向
これまでの分析の とお り,地 主階層 の土地投資意欲が1920年代半 ばか ら
1930年代半ばにかけて減退 したとすればs金融投資はこの間の土地投資を代替




考えられる。 このような在来の金融組織のうち,こ こでは,銭 荘を中心にして
議論をすすめる。銭荘はa1842年の上海開港以後,在 来商工業者の資金調達先
として,あ るいは外国商館 との取引決済機構 として,上 海を中心に大 きく展開




分できない ものは,た とえ票号や銀 号に区分すべき金融組織であったと して
も,銭荘 とみなして同一に処理す る。
話が脇道に逸れるが,銭 荘を中心 とした金融組織間の協調関係について言及
しておこう。最初に,こ れ らの組織間に資金の環流がみ られたことを指摘でき
る。具体的にどれだけの資金が環流 していたかは不明だが,表6で は,山 西銀
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表6
投 資 先 山西銀号 銭 荘
農 業 3.61%10.94%
一}









銭荘 に関す る記述 は,そ れを専門的 に取 り扱 った学術 書を は じめ,当 時の中
国社会を記述 した調査資料,「地方史志」,旅行記な どに多 くみいだす ことがで
(52}
。 しか し,そ れ らの多 くは}銭 荘 の起源 と沿革 には じま り,当 時設 立が相
次 いだ銀行組織 との比較 を通 じて銭荘組織の営業上の特徴 を紹介す ることを柔
目的 としてお り,そ こか らは所在,設 立年,出 資経営者名 という事実 に加え,
若干 の銭荘 にか ぎっての資本規模 や両替,為 替,預 金,貸 付 などの営業実態が
わか るにす ぎない。今 日では,商 号のみ しか明 らか にされていない銭荘 も多 い
が,そ れで もこの商号か ら多 くの事実 を窺 うことがで きる。
米 田祐太郎 によれば,「店舗 の商号 を定め るには,同 業でな くとも,同一屋号
(53)
をつけないように充分慎重に注意 しなければ」な らなか った。同一商 号をつけ






山西銀号と銭荘の投資先 号か ら9.07%,銭荘 か ら1129%の資金 がそ
の他 金融 業 に流 れて い る。 その他 金融 業 に
は,当 然の ことなが ら銀行組織 も含 まれてい
(50)
るに違 いない。また,こ の資金移動 の数値 に
は,銭 荘間のや りとりも相 当含 まれているは
ずである。つ ぎに,人 的関係 に注 目す ると,
銀行 の要職 にあ った人物 が銭荘 を経営 して
{5=}
いた事実 も判 明 して い る。 この よ うな関係
陸国香 「中国農村金融与当
舗」儂 村合作月刊』第2巻第 は,当 時の銀行組織 が中国社会を覆 い尽 くす
6駕耀 蔽
那麟 経済 ほどの規模をも斌 また零細な個々の家計
論』中巻,改造社,1942年,単 位 にまで浸透 して いなか った ことを意 味
229頁。
した。銭荘 の投資先の重点が とりわ け商業 に
当時 の中国社会の特徴を よ く示 してい る。
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を最 も網羅的 に集 めた文献 ・資料 は,中 華民国実業部国際貿易局編 『中国実業
誌:江 蘇省』1932年で あろう。ここには,上 海 市と江蘇省37県 に点在す る銭荘
それぞれの商 号,設 立年,資 本総額 な どが県別 に紹介 されている(所在地不明の
銭荘 も多々ある)。なかで も,商 号が2回 以上登場 す るもの には,信 裕(1,①),
元大(L①),!.源(2),厚 康(2),和 豊(1,①),大 成(2),宝 余(2),徳
大(2),志 誠(2)r恰 豊(3),恒 余(3),恒 泰(2),恒 祥(2),慎 康(2),
慶成(1,①),慶 豊(2),晋 生(2),晋 豊(2),正 大(2),永 源(2),永 豊
(4,①),泰成(2),源 大(2),源 泰(2),源 豊(2),益 昌(2),祥 豊(2),
福康(2,①),福 源(y①),義 康(2),1順康(3,①),鼎 康(3)一 一括弧内
の数字 は江蘇省各県所在 の店舗数,丸 数字 は上海 市所在 の店舗数 がある。
これ らの銭荘 が,聯 号と呼ばれた 「商号 の1字 又 は2字 を同 じうす る一聯 の商
(55)
店」であることはほぼ疑いない。出資者が資力を1箇 所に集中 しない理由は,










資金の実態を把握するためには,こ れら出資金に加え,預 金等 も勘定するべき
であるが,こ れ らの長期的変動を示 した統計資料はわずかな例外を除いて残存
せず,こ こでは銭荘設r1にむけた出資金だけを地 主資金 としての銭荘資本総額









出 資 形 態 資 本 総 額
独 資 A口 彩 股'1/1有限 公 司 正本総額1)附本総額2)合計1)+2)
1912 28 1,064 1,064
1913 31 1,204 1,204
1914 40 1,465 1,465
1915 42 1,545 1,545
1916 49 2,023 2,023
1917 49 2,023 2,023
1918 62 3,079 so 3,139
1919 67 3,726 so 3,786
1920 71 5,494 60 5,554
1921 69 6 8.7% 6391.3% 5,zgs 740 6,026
192284 4 4.8% 8095.2% 6,488 1,232 7,720
192384 n.a. n.a. 8,544 1,825 10.69
1924 89 4 4.5% 8595.5% 9,854 2,033 11,887
x925 84 4 4.8% 8095.2% 10,012 1,899 11,911
1926 87 6 6.9% 8193.1% 11,252 2,159 13,411
1927 85 6 7.1% 7992.9% 11,732 1,858 13,590
・ ・ 80 n.a. n.a. 11,252 1,610 12,862
1929 77 5 6.5% 7293.5% 11,082 2,165 13,247
1930 77 5 6.5% 7293.5% 11,502 2,353 13,855
1931 76 6 7.9% 7092.1% 12,052 2,423 14,475
1932 72 5 6.9% fi793.1% 12,497 2,793 15,290
1933 72 6 8.3% 6s91.7% 20,058 1,74Q 21,798
193465 5 7.7% so92.3% 1$,962 1,740 20,702
1935 55 」 9.L% 5090.9% 17,264 2,118 X9,382
1936 50 fi12.0% 4488.0% 15,990 2,010 18,000
1937 46 s 13.0% 4087.0% 17,120 2,000 19,120
1938 43 s 14.0% 3786.0% 15,720 2,040 17,760
1939 41 4 9.8% 3790.2% 14,900 2,040 10,940
1940 4a 4 10.0% 3485.0% 2 5.0% 14,500 2,280 17,080
1941 5s 4 7.1% 3155.4% 2137.5% 17,910 L880 19,790
1942 79 5 6.3% 3341.8% 4151.9% 30,417 2,38Q 32,797
単位 資本総額:1932年までは千両,1933年以降 は千元。
注 本表の作成 にあた り基恩 「L海銭荘之研究 」と中国人民銀行 ヒ海市分行編 『h海銭荘資料」 を
参照 したが,両 資料 の銭荘数 は,1922,25,29,33,36,41,42年の7ケ 年 において…致 して
いない。 その場 合には,出 資形態別銭荘数の比率 を算 出す る都合 ヒ,基恩 「L海銭荘之研究」の
銭荘数を採用 した。
資料 銭荘 数(1912～20,23,28年),資本総額:
中国人民銀行 卜海 市分行編 『E海銭荘 史料』L海 人民出版社,1960年,191,262,322頁。
銭荘数(1921～22,24～27,29～42年),出資形態:
基 恩 「ヒ海銭荘之研究」中央儲備銀行 調査処 『中央経済月刊』第2巻 第11期,1943年,
19～20頁。
以 トより作成。







壽§難 稟 壽§§§§醸 護聴 麗 §塁蕎壽露 鎚 麗 霧粟
指 数(1926年=100)































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































両 は,同 一 単 位 に よ る表 示 の 最 終 年 に あ た る1932年 に は15,290,000両に増 加
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代替的関係が成立 していたことが示 される。土地投資と金融投資 との比較か
ら,この期間には,投機を目的 とした一一部の地主を除き,地 主階層の多 くが土
地投資か ら離れたこと,さ らには危険性が相対的に低い金融組織に資金運用を
(59)




たな認識視座を構築 していく端緒 とした。本格的な検討は,こ れか らの取 り組
みにかかっているが,こ こではとりあえず以下の3点 を暫定的な結論 としてお
こう。
第1に,江 南デルタ地帯では,一 田両主制度が土地問題を調整する機構とし
て働いた結果,農 家の経営基盤 は長期的にみて安定的であったことがわか っ
た。
第2に,地 主階層の土地集積は,一 田両主制度に加え,農 業生産力構造 にも






比較 した本稿の分析か らは,1920～30年代には,地主階層は土地投資を差 し控
え,従 来土地投資にふ りむけていた資金の一部を金融に回 していたことがわ
かった。積極的な営利動機に基づ くにしろ,あ るいは内戦 と 「半植民地化」に
よる混乱を回避するためにしろ.地 主階層の土地投資意欲は減退 していたとい
わなければならない。
ただ し,以上3点 を暫定的な結論 とするにあたっても,問題は山積みである。
第1に,本 稿では,農 家経営基盤の安定性を強調 したが,資 料の制約 もあり,
`192Q～30年代の ト海市と江蘇省における農家経営基盤の動向225
農家経営基盤 の安定性 と家産相続 との関係 にっいては言及で きなか った。 第2
に,銭 荘資本総額 の増加 は,地 主資金の流入以外 に も,多 くの形態 が考え られ
る。た とえば,銀 行組織 か らの資金供与 による可能性 も否定で きない。第3に,
考察の便宜上,地 主階層の経営行為 を土地投資 と金融投資 という 二軸 で分析 し
たに とどまったために,都 市に広が る商1二業部門全体 への投資動向 につ いて顧
慮す ることがで きなか った。地主階層 の商工業部門への投資情況が明 らかにな
れば,本 稿 の 居長はよ り説得 力を増すであろ う。第4に,江 蘇省 は,1930年代
(6U)
に土地税制改革(田 賦整理)を 本格的 に実施 して いるが,こ の土地税制改革 と地
室階層 の土地投資 とのかか わ りにつ いて明確 な回答 を示 す ことがで きなか っ
た。以上 の問題点 は,今 後 も考察 を重 ねて解決 してい くことに したい。
(llただし,こ の2っの立場は,影 響力という点においてまったく対等というわけで
はない。 前者は,中 国革命の必然性と中国共産党の正当性を象徴する一定の普遍性
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『江蘇 省農村実 態調査報 告書 』の各事 例 を中心 に して」 日本 農業経 済学会 『農 業
経済研 究』第51巻 第1号,1979年6月 。曹幸穂 『旧中国蘇 南農 家経済 研究』 中央編
訳 出版社,1996年。
矢 沢 の論考 は,農 民層 の ブル ジ ョア的分解 を実証 す る ことを日的 と して お り,本
稿 の 目的 とは大分距離 を隔てて い る。本稿 で参 考 にす べ き視点 を提供 して い るの は,
石 田 と曹 の論考 であ る。 石 田の論考 は,商 品経 済 が進 展す るなかで の共 同体 的関係
の抽 出 に主眼を おいて い る点 にお いて,曹 の論 考 は,農 村 社会 を構 成 す る能動 的 主
体 と して農家経 営 を把握 しよ う と して い る点 に おいて,共 に本 稿 の論 旨 に深 くか か
わ って い る。
L5)Buck,J.L.,LandUtilizationinChina:AStudyof16,786Farmsin168
Localities,and38,256FarmFamiliesinTwenty-twoProvincesinChina,1929-933,
TheCommercialPress,1937(輪孝 ・加藤健 訳 『支那農 業論 支那 にお けるL
地 利用』上 ・下,東 亜経済 調査局,1938年).
(6)中国人民 銀行上海 市分 行編 『上 海銭荘 史料』 上海 人民 出版 社,1960年。
(7)天野元之 助 『中国農業 の地域 的展開』 龍渓書 舎,1979年,324頁。
(8)林恵海 『中支江 南農村社 会制度 研究』(上)有 斐 閣,1953年,92頁。
(9)『無錫 県報告 書」35頁。
本 報 告書 で は,こ れ ら3村 落 にお いて一 田両 主制 度 が成ｺ/_しなか った理 由 と して,
「養蚕 を大宗 とす る自作 農民 が圧倒 的で あ るよ うな本部落 の如 きにあ って は,と 地 の
ママ
集 中 も急速 に行 われず,地 セの勢 力が,両 権 分割 によ って制拒 され な くて も,充 分 に
牽制 され」 た とい う仮説 を示 して い る。
q① 奥村哲 「日中戦争前後 の 華中農村調 査 をめ ぐって 江蘇 省無錫 県 の場 合」 東京
都 立大学 『人文学報(歴 史学)』第238号,1993年3月。
(11)江蘇省農 民銀行総 行編 『無錫 県農村経 済調査 第1集(第4区)』1931年(筆 者未
見)。
(働 井内弘 文 『満鉄 南通農 村実態調 査 参加報告一 一棉作 構造 を中心 と して』 東亜研 究
所,1941年,8,25～28頁。
本 稿 で は割愛 せ ざるをえ なか った南通 県頭総 廟 の調 査 にあた った井 内 は,『江蘇 省
南通 県』とは別 に,独 自の調査報 告書 をま とあて い る。 この調査 報告書 によ る と,k
層 農家 の作付体 系 は従来 か ら固定 的 な もの で はな く,市 場 動 向 に応 じて毎年弾 力 的
に変 化 して いたよ うで あ る。『江蘇 省無錫 県』 にみ られ た水 稲 の高 い作付比 率 も,そ
の極 端 な例 とみなせ るであ ろ う。
(131『嘉定 区報告書 』37頁。
ω 「上地 関係表」 で は,こ の よ うに表記 されて い るが,報 告 書本文 と照会 す ると,元
麦(裸 麦)の 誤 りと推察 され る。
(15)『嘉定 区報告書 』54頁。
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㈲ 『嘉定 区報告 書』50頁。
(171『嘉定 区報告書』59頁。
⑱ 日中戦争勃 発以 前…1畝 あた り上地100元,中 地80元 下地60元,日 中戦争勃 発
以 後 〔典価 によ る推計 〕…上 地60元,中 地45元,下 地不 明(『嘉定区報 告書』50頁)。
以 下で と りあげ る地域 にお いて も,地 価 を転記 す るこ とに したい。 各報 告書 にあ
げ られ た地価 は,田 面 の価 格 を示 して い ると思 われ る。
(捌 『常 熟県報 告 書』67頁。
⑫① 『常 熟県報 告書』78頁。
⑳ 『常 熟県報 告書』79頁。
⑳ 李若 虚 『江蘇 省常熟 県実 習調査 日記』 成文 出版社 ・(美 国)中 文 資料 中心,1977
年。
李 は,こ の なか で以 下 の よ うに述 べ,永 小 作地 の形成 が厳家 上村固 有 の現 象で は
な く,常 熟 県全体 に及 ぶ現象 であ った ことを明 らか に して い る。「常熟L地,除 七 区
及 少数 自耕 地 外,既 皆 有 田底 田面之 分,則 非 有重大 原因(如 佃 租積欠過 大,業 主 絶不
得撒 佃,故 永 佃可 称為 普通 情形)。即七 区沙 田之 出租,亦 以 押租 甚重之故,業 主於短
期 数 年 内撒佃 者,殊 不 多襯,其 租 期之 長,与 永佃 実無大異 。 田面権 之原始 形成,
不得 而 考,現 在即 非有 償不能 取得(自 然,亦 有継 承贈 与等 例外)」。
㈱ 日中戦争 勃発以 前 …1畝 あ た り上 地60～70元,中 地40～50元,下 地20～30元,
日中戦争勃 発以後 …上 地40～50元,中 地20～30元,ド 地10兀 前後(『常 熟県報 告
書』80～81頁)。
また,李 によれば,1937年7月当時,水 田1畝 あ た り上 地200元(田 面120元,田
底80元),中 地130元(田 面65元,田 底65元),下 地70元(田 面30元,田 底40元)
で あ った(李,前 掲 日記,1937年7月16日)。
⑳ 中華民国行 政院 農村復 興委員 会編r江 蘇 省農村 調査』商務 印書館,1934年t42頁。
「地価 は現在 〔1933年 筆者〕普通1畝 あた り100元であ りf田 面価格50元,田
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